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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 12,748 15.4 563 252.8 685 166.8 368 321.9

2024年３月期第１四半期 11,043 6.0 159 49.9 257 31.7 87 98.7

（注）  包括利益 2025年３月期第１四半期 904百万円 （10.5％） 2024年３月期第１四半期 818百万円 （－％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり

四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第１四半期 10.73 10.60

2024年３月期第１四半期 2.55 2.52

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 40,062 24,288 59.7

2024年３月期 42,949 24,212 55.5

（参考）  自己資本 2025年３月期第１四半期 23,926百万円 2024年３月期 23,829百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 － 15.00 － 24.00 39.00

2025年３月期 －

2025年３月期（予想） 20.00 － 20.00 40.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 61,000 4.8 3,700 1.9 3,900 1.0 2,800 2.7 81.48

１．2025年３月期第１四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年６月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）  直近に公表されている配当予想からの修正の有無    ： 無

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

（注）  直近に公表されている業績予想からの修正の有無    ： 無
当社は、業績管理を年次で行っているため、第２四半期（累計）の業績予想は行っておりません。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年３月期１Ｑ 35,784,000株 2024年３月期 35,784,000株

②  期末自己株式数 2025年３月期１Ｑ 1,363,938株 2024年３月期 1,421,638株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期１Ｑ 34,362,699株 2024年３月期１Ｑ 34,276,290株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 有

（注）  詳細は、添付資料Ｐ．８「２．四半期連結財務諸表及び主な注記  （３）四半期連結財務諸表に関する注記

事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 有

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無

③  会計上の見積りの変更                        ： 無

④  修正再表示                                  ： 無

（注）  詳細は、添付資料Ｐ．８「２．四半期連結財務諸表及び主な注記  （３）四半期連結財務諸表に関する注記

事項（会計方針の変更に関する注記）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：無

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意

事項等については、添付資料Ｐ．３「１．経営成績等の概況  （３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」

をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、持ち直しの動きに足踏みもみられますが、緩やかに回復して

おります。加工業種は、一部自動車メーカーの生産・出荷停止の影響があるものの、堅調な設備投資需要に支えら

れており、素材業種は、価格転嫁の進展等により持ち直しております。個人消費は、物価高の影響などから持ち直

しに足踏みがみられます。一方で先行きについては、物価上昇による需要の抑制やコストの増加、人手不足の深刻

化、欧米における高い金利水準の継続に伴う影響が懸念され、依然として不透明な状況となっております。

このような経済環境の中、ビルメンテナンス業界においては、省エネや省コストに加え、病院での手術室の無菌

化や院内感染の防止、製薬工場や再生医療研究所等でのバリデーションサポートといった高度な技術力に対し関心

が高い一方で、施設の維持管理コストの見直し意識の高まりが強くなっている状況です。

当社グループにおいては、サービスを提供する現場でのお客様との接点を最重要視し、当社のノウハウを活かし

た「設備及び環境診断・評価」「ソリューション提案（省エネ・省コスト提案、環境改善提案）」を通じてお客様

の潜在ニーズの掘り起こしに努め、お客様の事業活動におけるサステナビリティに寄与すべく、新規物件の獲得や

既存契約の維持に取り組んでまいりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は12,748百万円（前年同期比15.4％増）、営業利益は563百万円

（同252.8％増）、経常利益は685百万円（同166.8％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は368百万円（同

321.9％増）となりました。

なお、当社グループは、建物設備のライフサイクルに合わせて、メンテナンスサービスとリニューアル工事とを

一体化した事業活動を展開しており、当該事業以外の事業について重要性が乏しいことから、報告セグメントを単

一としております。

（２）当四半期の財政状態の概況

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は22,590百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,796百万円減

少しました。これは主に受取手形・完成工事未収入金等が5,659百万円減少し、現金及び預金が1,597百万円増加し

たことなどによります。固定資産は17,472百万円となり、前連結会計年度末に比べ909百万円増加しました。これ

は主に投資有価証券が733百万円増加したことなどによります。

この結果、総資産は40,062百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,886百万円減少（6.7％減）しました。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は11,355百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,137百万円減

少しました。これは主に支払手形・工事未払金等が2,249百万円、未払法人税等が530百万円それぞれ減少したこと

などによります。固定負債は4,419百万円となり、前連結会計年度末に比べ174百万円増加しました。

この結果、負債合計は15,774百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,962百万円減少（15.8％減）しました。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は24,288百万円となり、前連結会計年度末に比べ75百万円増加

（0.3％増）しました。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の55.5％から59.7％となりました。

- 2 -

日本空調サービス㈱（4658）2025年３月期第１四半期決算短信



（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

今後の見通しにつきましては、不安定な国際情勢や物価上昇、部分的な供給制約等が続き、依然として先行き不

透明な状況で推移するものと予想しております。

当社グループの中核事業である建物設備メンテナンスは、外部要因の変動に需要が左右されにくい面はあるもの

の、その重要な補完的役割を担う建物設備工事につきましては、お客様の設備投資計画に一定程度依存しておりま

す。設備投資の不確実性は依然として懸念され、当社グループの事業活動に影響を及ぼす可能性があります。

足元の事業環境につきましては、経済情勢の様々な制約を受けるものの、国内外ともに環境保全に関心が高まっ

ている昨今におきましては、省エネや省コスト等に関する顕在及び潜在ニーズの高い状況が継続していると考えら

れます。また、2024年３月期に続き、2024年５月13日付「給与水準の引き上げに関するお知らせ」にて公表のとお

り、当社は2024年４月に全正社員を対象として、平均6.5％の給与水準の引き上げ（ベースアップ、定期昇給及び

職種手当改定、2024年３月期は平均6.8％の給与水準の引き上げ）を実施しております。給与水準の引き上げは人

件費の増加に繋がりますが、当社最大の財産である従業員に対する重要な人的資本投資であると考えております。

本施策を実施することで、社員のエンゲージメントが高まり、モチベーションの維持・向上による人的資本の価値

向上が実現され、お客様への更なる高品質サービスの提供、ひいては社会全体の価値向上に繋がるものと考えてお

ります。

このような経営環境の中、当社グループは、「お客様に安心感を与える最適な環境を維持するために、技術力と

人的資源を結集させ、高品質サービスを提供する」という経営理念に基づき、お客様との接点を最重要視し、ニー

ズを見極めた上での「設備及び環境診断・評価」「ソリューション提案（省エネ・省コスト提案、環境改善提

案）」に注力することで、建物設備メンテナンス及び建物設備工事の受注拡大を図ってまいります。

また、当社グループの付加価値創出力を更に向上させるため、太陽光発電事業をはじめとした省エネ提案ツール

の拡充による製造工場等へのアプローチ強化、バリデーションサポートによる医薬品製造施設等への深耕開拓、新

たな空間除染手法による医薬・医療施設等への新規開拓、海外展開の拡大と強化を加速させることで、お客様の事

業活動におけるサステナビリティに寄与し、更なる社会的価値の創造を進めてまいります。

以上の取り組みを推進することにより、2025年３月期の連結業績予想は、売上高61,000百万円（前連結会計年度

比4.8％増）、営業利益3,700百万円（同1.9％増）、経常利益3,900百万円（同1.0％増）、親会社株主に帰属する

当期純利益2,800百万円（同2.7％増）としております。

なお、今後の見通しにつきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び合理的であると判断する

一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は今

後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。今後の業況変化等により、業績予想の修正が必要になっ

た場合は、速やかにお知らせいたします。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,989 8,587

受取手形・完成工事未収入金等 16,676 11,016

電子記録債権 1,137 1,362

棚卸資産 703 1,109

その他 882 516

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 26,387 22,590

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,923 2,905

土地 4,480 4,480

建設仮勘定 1,195 1,404

その他（純額） 1,220 1,203

有形固定資産合計 9,819 9,993

無形固定資産

ソフトウエア 44 42

その他 18 18

無形固定資産合計 62 60

投資その他の資産

投資有価証券 5,902 6,635

その他 782 787

貸倒引当金 △5 △5

投資その他の資産合計 6,679 7,417

固定資産合計 16,562 17,472

資産合計 42,949 40,062

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 5,787 3,537

電子記録債務 2,099 1,879

短期借入金 870 550

１年内返済予定の長期借入金 259 259

未払金 404 316

未払費用 2,472 2,979

未払法人税等 815 284

役員賞与引当金 62 -

受注損失引当金 86 85

その他 1,635 1,461

流動負債合計 14,492 11,355

固定負債

長期借入金 578 513

役員退職慰労引当金 98 91

執行役員退職慰労引当金 40 41

退職給付に係る負債 3,176 3,188

資産除去債務 67 67

その他 283 517

固定負債合計 4,244 4,419

負債合計 18,737 15,774

純資産の部

株主資本

資本金 1,139 1,139

資本剰余金 1,163 1,158

利益剰余金 19,176 18,717

自己株式 △875 △838

株主資本合計 20,603 20,176

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,297 3,802

為替換算調整勘定 46 56

退職給付に係る調整累計額 △118 △109

その他の包括利益累計額合計 3,225 3,749

新株予約権 205 173

非支配株主持分 177 188

純資産合計 24,212 24,288

負債純資産合計 42,949 40,062
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年６月30日)

売上高 11,043 12,748

売上原価 9,175 10,306

売上総利益 1,868 2,442

販売費及び一般管理費 1,708 1,879

営業利益 159 563

営業外収益

受取利息 5 6

受取配当金 37 68

保険配当金 - 0

為替差益 45 47

その他 12 5

営業外収益合計 101 128

営業外費用

支払利息 1 2

譲渡制限付株式関連費用 1 1

その他 0 1

営業外費用合計 3 5

経常利益 257 685

特別損失

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純利益 257 685

法人税等 167 314

四半期純利益 89 371

非支配株主に帰属する四半期純利益 2 2

親会社株主に帰属する四半期純利益 87 368

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年６月30日)

四半期純利益 89 371

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 738 504

為替換算調整勘定 △19 18

退職給付に係る調整額 9 9

その他の包括利益合計 728 533

四半期包括利益 818 904

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 812 892

非支配株主に係る四半期包括利益 5 11

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。従来、所得等に対する法人

税、住民税及び事業税等（以下、「法人税等」という。）について、法令に従い算定した額を損益に計上すること

としておりましたが、所得に対する法人税等について、その発生源泉となる取引等に応じて、損益、株主資本及び

その他の包括利益に区分して計上することとし、その他の包括利益累計額に計上された法人税等については、当該

法人税等が課される原因となる取引等が損益に計上された時点で、これに対応する税額を損益に計上することとし

ました。なお、課税の対象となった取引等が、損益に加えて、株主資本又はその他の包括利益に関連しており、か

つ、株主資本又はその他の包括利益に対して課された法人税等の金額を算定することが困難である場合には、当該

税額を損益に計算しております。また、親会社の持分変動による差額に係る連結財務諸表固有の一時差異について

資本剰余金を相手勘定として繰延税金資産又は繰延税金負債を計上していた場合で、当該子会社に対する投資を売

却し、一時差異が解消した際の繰延税金資産又は繰延税金負債の取崩しについて、従来、対応する額を法人税等調

整額に計上することとしておりましたが、資本剰余金を相手勘定として取り崩すこととしました。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号　2022年10月28日）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、適用初年度の期首より前に

新たな会計方針を遡及適用した場合の適用初年度の累積的影響額を、適用初年度の期首の利益剰余金に加減すると

ともに、対応する金額を資本剰余金、評価・換算差額等又はその他の包括利益累計額のうち、適切な区分に加減

し、当該期首から新たな会計方針を適用しておりますが、当該期首残高に与える影響はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（セグメント情報等の注記）

当社グループは、国内各拠点及び海外において、建物設備のメンテナンス・維持管理、設備及び環境診断・評価、

ソリューション提案（省エネ・省コスト提案、環境改善提案）を行うメンテナンスサービスとそれらサービスを提供

する現場から派生するリニューアル工事を手がけ、建物設備のライフサイクルに合わせて、メンテナンスサービスと

リニューアル工事とを一体化した事業活動を展開しております。また、太陽光発電による売電事業を展開しておりま

す。

なお、売電事業については重要性が乏しいことから、メンテナンスサービスとリニューアル工事とを一体化した事

業を単一の報告セグメントとし、記載を省略しております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

前第１四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年６月30日）

減価償却費 91百万円 102百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。
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（１）払込期日 2024年８月９日

（２）処分する株式の種類及び数 当社普通株式　46,400株

（３）処分価額 １株につき1,032円

（４）処分総額 47,884,800円

（５）処分予定先

当社の取締役（社外取締役を除く）　４名　20,600株

当社の上席執行役員　　　　　　　　３名　10,600株

当社の執行役員　　　　　　　　　　５名　15,200株

（重要な後発事象の注記）

（譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分）

当社は、2024年７月19日開催の当社取締役会において、譲渡制限付株式報酬として自己株式の処分（以下、「本

自己株式処分」という。）を行うことについて決議いたしました。

１　処分の概要

２　処分の目的及び理由

当社は、2021年５月14日開催の当社取締役会において、当社の取締役（社外取締役を除く。）及び執行役員

が株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有し、株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲を従来以上に

高めることを目的として、当社の取締役（社外取締役を除く。以下、「対象取締役」という。）及び執行役員

に対し、譲渡制限付株式を交付する株式報酬制度（以下、「本制度」という。）を導入することを決議し、

2021年６月18日開催の当社第58回定時株主総会において、本制度に基づき、対象取締役に対する譲渡制限付株

式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を年額50百万円以内として設定すること、対象取締役に

対して各事業年度において割り当てる譲渡制限付株式の総数は100,000株を上限とすること及び譲渡制限付株

式の譲渡制限期間を譲渡制限付株式の交付日から当社の取締役その他当社取締役会が定めるいずれの地位をも

喪失する日までの期間とすること等につき、ご承認をいただいております。

また、2022年８月12日開催の当社取締役会において、本制度を適用した上席執行役員制度の導入を決議して

おります。

- 9 -

日本空調サービス㈱（4658）2025年３月期第１四半期決算短信


